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〈レポート〉農林水産業

世界の漁獲量の４割を小規模な漁業者が生
産している

（前掲注1）
。日本においても、小規模な漁業・

養殖業の経営体が圧倒的である。
わが国の漁業センサスは、海面漁業につい

ては、経営体を沿岸漁業層、中小漁業層、大
規模漁業層に分けている。それぞれの定義と
して、沿岸漁業層は、「漁船非使用、無動力漁
船、船外機付漁船、動力漁船10トン未満、定
置網及び海面養殖」の各階層を合わせたもの
をいう。また、動力漁船10トン以上1,000トン
未満までが中小漁業層、動力漁船1,000トン以
上が大規模漁業層とされる。漁船の規模では、
沿岸漁業層が最も小規模である。その沿岸漁
業層に属する経営体数は全体の９割超である。
経営体平均の販売額は、第１表のとおりであ

る。沿岸漁業層のうち、採捕漁業に相当する層
の経営体は、約６万経営体である。沿岸漁業層
のなかの海面養殖層に関して、「昭和30年代か
ら養殖を支えてきた中小企業は、海外よりも国
内が中心の販売であり、大規模な設備投資がで
きないようなところ、そういう生産者が浜を
守り、漁村を守って」きたという意見がある

（注2）
。

一方、内水面漁業では、18年時点で、個人

1　なぜ小規模な漁業・養殖業か
2022年は国連が定めた「零細漁業と養殖の

国際年」である（英語では、International Year 
of Artisanal Fisheries and Aquaculture、以下「国

際小規模漁業年」）。
なぜ、国際年として小規模な漁業・養殖業

が選ばれたかというと、国際連合食糧農業機
関（F

（注1）
AO）によると、水産物は、健康的な食事、

伝統食等として世界中の人々に食べられてき
た基本的で不可欠な食物であり、その大部分
が小規模な漁業・養殖業に携わる人々から提
供されてきたことによる。
国際小規模漁業年には、２つの目的がある。

１つは、食料安全保障、天然資源の持続的利
用等において小規模な漁業・養殖業に携わる
人々が担う役割に世界の注目を向け、彼らを
支援することについて国際的理解と行動を促
進することである。もう１つは、これを機会
として様々な関係者間の対話を促進し、小規
模な生産者が互いに協力を深めること、およ
び小規模な生産者の声に耳が傾けられ、彼ら
の日常生活を形作る決定や政策に反映される
ようにすることである。
ところで、小規模な漁業・養殖業の普遍的

な定義はない。FAOの解
（前掲注1）
説によると、一般的

に、小規模な漁業・養殖業は低投入低産出と
いう産業的な特徴があり、技術水準も限界が
あり、投資額も小さい漁業や養殖業を表して
いる。これらの漁業、養殖業は共通して家族
経営、時には雇用者の小規模集団が共同で営
んでいる。遊漁は含まない。
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国際小規模漁業年と水産基本計画

経営体数 平均販売
金額（注）

沿岸漁業層 74,151 13
海面養殖層
上記以外の沿岸漁業層

13,950
60,201

43
6

中小漁業層
大規模漁業層

4,862
54

79
1,984

資料 農林水産省「2018年漁業センサス」
（注）  各販売金額規模階層の中位数に、それぞれの漁業経営体数

を乗じ（10億円以上の階層は当該階層の漁業経営体の実額を積み上
げ）、全階層の合計を漁業経営体数で除して算出したもの。

第1表　 海面漁業の経営体数と平均販売金額
（単位　経営体、百万円）
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経営体の割合が、湖沼で漁業を営んだ経営体
で９割超、養殖業を営んだ経営体で約７割だ
った。それぞれの平均販売額は、湖沼で漁業
を営んだ経営体（団体経営体も含む）が400万円、
養殖業を営んだ経営体で1,200万円だった。
販売額において彼らの生み出すものを足し

合わせれば、例えば、沿岸漁業層のなかの採
捕漁業層は中小漁業層の販売額の合計に匹敵
するように、「規模は小さいが価値は大きい」
（Small in scale, big in value）という国際小規模
漁業年の標語のとおりなのである。

2　水産基本計画での小規模な漁業・養殖業
わが国では、国際小規模漁業年である22年

に水産基本計画が示された。同計画では、①
海洋環境の変化も踏まえた水産資源管理の着
実な実施、②増大するリスクも踏まえた水産
業の成長産業化の実現、③地域を支える漁村
の活性化の推進を三本柱にして水産に関する
施策を展開するとしている。
①については、20年９月に水産庁が示した

「新たな資源管理の推進に向けたロードマッ

プ」推進が小規模な漁業者にとって大きな影
響を持つ。ただ、これまでの推進過程で小規
模な漁業者の声に十分耳が傾けられたかどう
かは疑問である。例えばTAC魚種における漁
獲配分は「天からトン数が降りてくる

（注3）
」とい

った意見が出ている。また、TAC魚種の拡大
についても、政府の進める数量管理について
漁業者がこれまで行ってきた自主規制とどう
整合性をとるのかと、疑問の声が出ている。
②の成長産業化については、そもそも定義

がない。ところで、同計画では、沿岸漁業に
関し、「来遊してきた資源を活用する沿岸漁業
において、近年顕在化した海洋環境の変化に
よる影響は大きい」という認識が示された。
この認識に基づき、漁獲量が増加している魚
種の有効活用などが打ち出されている。ただ、
磯焼けや魚群の来遊の変調などに苦しんでい
る沿岸漁業への対策としては不十分である。
一方、養殖業の成長産業化は、「養殖業成長産
業化総合戦略」に沿い、輸出、大規模化によ
る省力化や生産性の向上が目指されている。
ただ、種苗不足、餌料・資材価格高騰、赤潮
や海水温上昇などによる斃

へい

死
し

、災害の増加な
どの現実的な問題への対応は心もとない。
③の漁村活性化であるが、漁業以外の産業

の取込みによる漁村の活性化の方向性が示さ
れた。「海や漁村の地域資源の価値や魅力を活
用した取組」の促進も打ち出された。この活
性化の方向性は、漁村が担う「漁業者を含め
た地域住民の生活の場として水産業の健全な
発展の基盤たる役割」そのものとどう関係す
るのであろうか。
今回の水産基本計画は、全体的に大規模な

漁業・養殖業を志向しており、漁村や沿岸漁
業との乖

かい

離
り

を生んでいく懸念がある。
（たぐち　さつき）

（注 1）FAOが開設した国際小規模漁業年サイト参照。
　https://www.fao.org/artisanal-fisheries-
aquaculture-2022/about/en/　

　Key Factsは以下を参照。
　https://www.fao.org/artisanal-fisheries-
aquaculture-2022/home/en/
（いずれも2022年 6月15日最終アクセス）

（注 2）水産政策審議会企画部会第96回での深川英穂
特別委員の発言。

　https://www.jfa.maff.go.jp/j/council/
seisaku/kikaku/attach/pdf/index-36.pdf
（2022年 6月15日最終アクセス）

（注 3）第16期第 3回島根海区漁業調整委員会での青
山善一郎委員の発言。

　https://www.pref.shimane.lg.jp/industry/
suisan/kikan/chosei_iinkai/shimanekaiku_
gijiroku.data/16_03_shimane.pdf
（2022年 6月15日最終アクセス）

農林中金総合研究所 
https://www.nochuri.co.jp/

https://www.fao.org/artisanal-fisheries-aquaculture-2022/about/en/
https://www.fao.org/artisanal-fisheries-aquaculture-2022/about/en/
https://www.fao.org/artisanal-fisheries-aquaculture-2022/home/en/
https://www.fao.org/artisanal-fisheries-aquaculture-2022/home/en/
https://www.jfa.maff.go.jp/j/council/seisaku/kikaku/attach/pdf/index-36.pdf
https://www.jfa.maff.go.jp/j/council/seisaku/kikaku/attach/pdf/index-36.pdf
https://www.pref.shimane.lg.jp/industry/suisan/kikan/chosei_iinkai/shimanekaiku_gijiroku.data/16_03_shimane.pdf
https://www.pref.shimane.lg.jp/industry/suisan/kikan/chosei_iinkai/shimanekaiku_gijiroku.data/16_03_shimane.pdf
https://www.pref.shimane.lg.jp/industry/suisan/kikan/chosei_iinkai/shimanekaiku_gijiroku.data/16_03_shimane.pdf



